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研究の概要 
環境法の参加原則は、①環境情報へのアクセス権、②政策決定への参加権、③司法へのアクセ
ス権という 3 つの柱から成り立っているが、その具体的制度は国によりさまざまであり、実効
性を評価するための法的手法が模索されている。本研究は、参加原則の法的指標を開発する
とともに、日本の参加法制の強みと弱みを比較法的な観点から分析して国際発信し、環境
民主主義の確立に向けた提言を行うことを目的とする。 

研 究 分 野：行政法・環境法 
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１．研究開始当初の背景 
 環境法の参加原則は、「環境と開発に関す
るリオ宣言」（1992 年）に第 10 原則として
盛り込まれ、環境分野の市民参加条約である
オーフス条約（1998 年）により具体化され
た。同条約の現在の加盟国は全 EU 構成国を
含め 47 か国にとどまるが、2010 年には、国
連環境計画（UNEP）により参加原則の立法
ガイドライン（バリガイドライン）が採択さ
れ、中南米では参加の地域条約に関する交渉
が始まるなど、世界規模および地域レベルで
の取組みが進められている。 
アジア、アフリカ諸国でも、1990 年代以

降、急速に参加制度を強化する改革が行われ
てきたが、それらの法制度が市民の権利利益
の保護や環境民主主義の発展にどの程度貢
献しているのかは必ずしも明らかではなく、
制度の実態をも含めた法的評価指標を確立
することにより、各国の独自性を尊重しつつ
も、参加原則を実効的なものにしていくため
の国際共同研究が求められている。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、第 1 に、環境法の基本原則で
ある参加原則について、欧州、南米、アジア
を含む広域的な調査研究を行う。従来の研究
では、限られた先進国のみが参照されること
が多く、そのため、例えば、ドイツは欧州で
最も原告適格を限定している国の 1つである

ことが未だに十分認識されていない。そのた
め、本研究は、日本の法制度の国際的な位置
付けを明らかにすることに寄与すると予想
される。 

第 2 に、従来、日本の研究者がコミットし
て作成された参加原則の法的評価指標は存
在しないと思われるが、本研究では、海外の
既存の法的指標を日本に適用して考察する
のではなく、指標の作成段階から積極的に参
加する。法制度の国際的な評価は、何を指標
とするかによって大きく左右されるため、欧
米先進国だけではなく、各地域の実態を反映
した法的評価指標の作成をめざす。 
第 3 に、これまでの研究では全国初の全自

治体協働条例調査等を実施し、法律レベルお
よび条例レベルで日本の参加法制の現状と
課題をある程度浮き彫りにすることができ
た。この研究を継続・発展させるとともに、
法的評価指標を検討する中で海外の参加制
度やグッドプラクティスに関する情報を収
集・共有し、日本の参加法制全体の改善につ
ながるような点を明らかにする。 
以上の研究を通じ、将来的にはアジア地域

における参加原則に関する条約（アジア版オ
ーフス条約）の可能性も視野に入れ、参加法
制に関するアジアの研究拠点の形成をめざ
したいと考えている。 
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３．研究の方法 
 本研究は、①参加原則に関する国際的な動
向調査・分析、②参加に関連した指標の分
析・開発、③環境アセスメント（アセス）に
おける参加制度の研究という、相互に関連し
た 3 つの柱から成る。①は②の基礎となるも
のであり、②については、まず、環境分野の
主たる参加制度であるアセスの指標づくり
を行う。その前提として、③について、他の
環境分野よりも詳細な調査研究を実施する。 
機動的かつ実効的に研究を進めるために、

分担者は少数とするものの、多角的な視野か
ら分析が可能になるようにするために、アド
バイザリーボード（連携研究者）を置く。ま
た、各国の動向をすべて自ら調査することは
不可能であるから、各地域・国において参加
原則の研究・実務に長けた研究者、裁判官、
行政担当者、NGO 等とのネットワークを形
成し、連携して研究を行う（研究協力者）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
４．これまでの成果 
第 1 に、参加原則の国際動向を把握するた

め、オーフス条約会合や中南米の参加条約交
渉会議等に参加した。また、アジア、欧州、
北米、中南米から、10 か国以上（2017 年は
18 か国）の研究者、裁判官、NGO 等が参加
する 3つの国際会議を開催し、議論を深めた。
さらに、アジアの状況について、日本、中国、
インド、インドネシア、フィリピンおよびタ
イを対象として調査した結果、環境団体訴訟
を認めず、環境訴訟に関する特別の法律・規
則も設けていない国は日本のみであり、環境
公益訴訟を導入したり、環境裁判所を設置し
たりして司法アクセスを強化する傾向が国
際的に顕著であることが明らかになった。 
第 2 に、国連の人権指標、オープンガバメ

ント指標等、既存の関連指標の分析を行うと
と も に 、 環 境 民 主 主 義 指 標 （ EDI: 
Environmental Democracy Index）のプロジ
ェクトに参加した。EDI は、市民参加に関す
る世界初の法的指標であり、法律指標と補助
的な実践指標から構成される。今後の指標開
発の方向性としては、EDI の改善を進めると
ともに、より具体的な分野別・地域別の指標
を開発することが有益であると考えられる。 

第 3 に、アセスについて参加の仮指標を作
成し、2016 年の国際影響評価学会において、

テーマセッション「市民参加指標の国際比
較」を企画し、意見交換を行った。 
 
５．今後の計画 
まず、アセスの仮指標をアジアの調査対象

国に試行的に適用し、適用上の問題点を探り
つつ指標の改善を図る。また、参加指標に地
域性を反映するために選択指標の可能性や
EDI の実践指標の改善方法について検討す
る。そして、最終年度には研究成果をとりま
とめるための国際会議を行い、その議論を反
映させて参加原則の法的評価指標に関する
提言をまとめる。 
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